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証 券 コ ー ド  4 9 9 9 
平 成 2 0 年 ６ 月 1 1 日 

株 主 各 位 
  

東京都品川区東五反田４丁目５番９号 
 

セ メ ダ イ ン 株 式 会 社 
 

代表取締役社長 黒 川 靖 生
 

第74回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

 さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することが
できますので、後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成20年６月26日（木曜
日）当社営業時間の終了の時（午後５時20分）までに到着するよう、折り返し
ご送付くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具  
 
記 
 

1. 日  時  平成20年６月27日（金曜日）午前10時 
2. 場  所  東京都品川区西五反田２丁目６番８号 

東興ホテル会議室（２階） 
3. 会議の目的事項 
 報 告 事 項 1. 第74期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件 

2. 第74期（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)
計算書類報告の件 

 
 決 議 事 項  
 第１号議案 剰余金の配当の件 
 第２号議案 取締役７名選任の件 
 第３号議案 監査役２名選任の件 
 第４号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件 
 第５号議案 役員報酬等改定の件 

以 上  
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご

提出くださいますようお願い申しあげます。 

◎ 株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書

類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト 

(http://www.cemedine.co.jp/）において、修正内容を掲載させていただき

ます。 
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（添付書類） 
 

事 業 報 告 
 

（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで） 
 
1. 企業集団の現況に関する事項 

 (1) 事業の経過およびその成果 

   当期におけるわが国経済は、期前半は好調な企業業績と民間設備投資に

支えられ緩やかな拡大基調を維持しておりましたが、期後半には、原油高、

原材料高が継続するなかで、米国サブプライムローン問題や急激なドル安

など、次第に不透明感が強まってまいりました。 

当社グループ関連業界におきましては、価格競争は依然として厳しく、

原材料価格の更なる上昇が副資材にも波及し、材料費全体を押し上げるな

ど、予断を許さない状況のうちに推移いたしました。また、改正建築基準

法などに伴う新設住宅着工戸数激減の影響により、特に第３四半期以降、

建築関連市場を中心に極めて厳しい状況となってまいりました。 

このような環境のもと、当社グループにおきましては、引き続き提案型

営業活動の徹底を図り新製品の開発と新規市場への販売開拓活動に努めま

したものの、期後半の建築土木関連市場の冷え込みの影響を免れず、また、

一部不採算品の整理をおこなったことにより、当期の売上高は、21,751百

万円と前期に比べ0.3％の減少となりました。利益につきましては、販売価

格の是正やコストダウンに取り組むとともに､「セメダイン通商㈱」を当社

一般消費者関連市場部門に統合しグループ全体での効率化を推進いたしま

したが、原材料費の高騰等により、営業利益は464百万円（前期比29.9％

減)、経常利益は476百万円（前期比28.7％減）となり、当期純利益は288百

万円（前期比37.1％減）となりました。 

以下、当期における市場別販売状況をご報告申し上げます。 

建築土木関連市場におきましては、内外装用接着剤が好調でありました

ものの、改正建築基準法施行に伴う新設住宅着工戸数激減の影響が期後半

に顕著となり、売上高は10,107百万円（前期比2.4％減）となりました。 

一般消費者関連市場におきましては、前年度に投入した「セメダインス

ーパーⅩゴールド」はホームセンター等で定番化が進みましたが、市場の

冷え込み感から販売店での価格競争が厳しく、また、当市場の一部を担当

していた連結子会社「セメダイン通商㈱」の吸収合併（平成19年10月）を

契機に不採算品の取り扱いを中止したことなどにより、売上高は4,782百万

円（前期比6.0％減）となりました。 

工業関連市場におきましては、電機市場を中心に産業材向けの「セメダ
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インスーパーⅩ」シリーズの国内販売及びアジア諸国等への海外輸出が引

き続き堅調に推移したことから、売上高は6,861百万円（前期比7.5％増）

となりました。 

 

 (2) 対処すべき課題 

   今後のわが国経済は、米国経済の減速、原油・素材価格の高騰、不安定

な為替相場など不透明な状況で推移するものと思われ、原材料価格のさら

なる高騰、環境面における規制強化、改正建築基準法の影響等当社グルー

プを取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続くものと考えられます。 

このような状況に対処するため、当社といたしましては、新中期経営計

画「Cemedine Action－平成22年（Ｈ18年～Ｈ22年)（略称CA－22)」を継続

し、人を大切にし、社会から信頼される企業として、収益力を向上させ、

競争に打ち勝てる企業体質の確立を目指してまいります。 

原油価格高騰による石油関連原材料の仕入れ価格の上昇に対しましては、

効率的な業務体制の構築、生産の効率化等を推進し、今まで以上の原価低

減を図るとともに、営業力強化による販売価格の是正、新製品の投入など

の諸施策を実行して利益率の確保・向上を図ってまいります。 

環境対策につきましては、世界的に安全、環境に対し厳しい規制が施行

されてきているなか、当社グループは、社会的責任と事業活動を両立した

環境保全企業を志向することを環境基本方針として掲げております。法規

制よりもさらに厳しい自主基準を設け、環境対応型製品のラインナップの

充実を図るとともに、環境負荷化学物質の禁止・削減・適正管理を推進し、

環境負荷の低減を実現させてまいります。 

生産・販売体制につきましては､「シー・エヌ・シー㈱」の生産工場を建

設し、中国やタイ王国及びその周辺の高い成長率に適応した製品供給体制

を構築するためにタイ王国の「ASIA CEMEDINE CO.,LTD.」の生産能力を増

強しました。これらによってグローバルな生産ネットワークを構築すると

共に、メーカーとしてのリスク分散と安定供給体制を確立し、日本国内と

アジア圏を一市場として捉えた市場戦略と販売戦略を強化してまいります。 

そのためには、脱トルエン、脱キシレン等の環境対策をさらに積極的に

推進し、他社との差別化を進めるとともに､「ASIA CEMEDINE CO.,LTD.」 

｢シー・エヌ・シー㈱」での生産を早期に軌道に乗せ、セメダイングループ

全体での企業基盤の強化に努めてまいる所存でございます。 

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご協力を賜

りますようお願い申し上げます。 
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 (3) 設備投資等および資金調達の状況 

   当期における企業集団の設備投資の状況につきましては、総額1,180百万

円で、その主なものはシー・エヌ・シー株式会社の岡山工場建屋および接

着剤製造設備であります。 

  なお、所要資金は自己資金および借入金によっております。 

 

 (4) 財産および損益の状況の推移 
 

区    分 
第71期 

(自 平成16年4月至 平成17年3月)
 

第72期 

(自 平成17年4月至 平成18年3月)
 

第73期 

(自 平成18年4月至 平成19年3月)
 

第74期(当期) 

(自 平成19年4月 至 平成20年3月 ) 
 

売 上 高（百万円) 21,722 21,040 21,824 21,751 

経 常 利 益（百万円) 666 319 667 476 

当期純利益（百万円) 394 132 458 288 

１株当たり当期純利益 (円) 25.92 8.60 30.24 19.16 

総 資 産（百万円) 19,396 18,663 19,718 19,248 

純 資 産（百万円) 8,400 8,697 9,043 8,906 
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 (5) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社の状況 

    該当事項はありません。 

 

  ② 子会社の状況 
 
会   社   名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

セメダイン神奈川販売株式会社 10百万円 100.00％ 接 着 剤 の 販 売 

利 根 川 化 工 株 式 会 社 10百万円 100.00％ 接 着 剤 の 製 造 

シ ー ア イ ケ ミ カ ル 株 式 会 社 20百万円 100.00％ 接 着 剤 の 製 造 

シ ー ・ エ ヌ ・ シ ー 株 式 会 社 40百万円 40.00％ 接着剤の製造販売 

台 湾 施 敏 打 硬 股 份 有 限 公 司 12,500千 NT $ 60.00％ 接着剤の製造販売 
 
(注) 当社は、グループ全体の事業の効率化を図るため、セメダイン通商株式会社を平
成１９年１０月１日付にて吸収合併いたしました。 

 

  ③ 関連会社の状況 

会   社   名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容 

セメダインヘンケル株式会社 400百万円 49.00％ 接着剤の製造販売 

CEMEDINE(THAILAND)CO.,LTD. 10,000千バーツ 49.00％ 接着剤の製造販売 

A S I A  C E M E D I N E  C O . , L T D . 30,000千バーツ 44.00％ 接着剤の製造販売 
 
(注) ASIA CEMEDINE CO.,LTD.は、平成19年６月１日に増資により資本金が30,000千バ
ーツとなりました。 

 

 

 (6) 主要な事業内容 

   接着剤、シーリング材などの製造および販売 
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 (7) 主要な営業所および工場 

  ① 当社の主要な営業所および工場 
 

名   称 所  在  地 名   称 所  在  地 

本     社 東 京 都 品 川 区 開 発 部 茨 城 県 古 河 市 

大 阪 支 社 大 阪 市 中 央 区 茨 城 工 場 茨 城 県 古 河 市 

名 古 屋 支 社 名 古 屋 市 千 種 区 三 重 工 場 三 重 県 亀 山 市 

 
(注) 1. 上記のほか、札幌、仙台、北関東 (栃木県小山市)、広島、福岡に営業所があ

ります。 
2. 大阪支社は、平成２０年６月１日をもって、大阪市中央区島之内から同南船
場に移転いたしました。 

 

  ② 子会社の本社および工場 

名   称 所  在  地 名   称 所  在  地 

セメダイン神奈川 
販 売 株 式 会 社 
( 本 社 ) 

横浜市神奈川区
シ ー ･ エ ヌ ･
シ ー 株 式 会 社
( 本    社 )

東京都品川区 

利 根 川 化 工 株 式 会 社 
（ 本 社 お よ び 工 場 ） 

千葉県野田市
シ ー ･ エ ヌ ･
シ ー 株 式 会 社
( 工    場 )

岡山県加賀郡 

シーアイケミカル 
株 式 会 社 
(本社および工場) 

茨城県常総市
台湾施敏打硬股份
有 限 公 司
（本社および工場）

台 湾 省 

台 北 縣 淡 水 

 
(注) シー・エヌ・シー株式会社の岡山工場は、平成２０年３月より、生産を開始して
おります。 

 

  ③ 関連会社の本社および工場 

名   称 所  在  地 名   称 所  在  地 

セメダインヘン
ケル株式会社 
( 本 社 ) 

横 浜 市 磯 子 区
A S I A  C E M E D I N E 
C O . , L T D .
（本社および工場）

タ イ 王 国 
バ ン コ ク 市 

セメダインヘン
ケル株式会社 
( 工 場 ) 

愛 知 県 碧 南 市
CEMEDINE(THAILAND)
C O . , L T D ．
（本社および工場）

タ イ 王 国 
バ ン コ ク 市 

 



〆≠●0 
01_0329001102006.doc 
セメダイン㈱様 招集 2008/06/09 18:18印刷 6/13 
 

― 8 ― 

 (8) 従業員の状況 
 

従業員数（名） 前期末比増減（名） 

３５２（１４８） 減１３（増１５） 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（顧問、嘱託、準社員、パートタイマ
ー、人材会社からの派遣社員）は（ ）内に当期の平均人員を外数で記載してお
ります。 

 

 (9) 主要な借入先および借入額 
 
借 入 先 借 入 金 残 高 

日 本 ウ イ リ ン グ 株 式 会 社 ４８０百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ３００ 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 ２００ 

株 式 会 社 常 陽 銀 行 １００ 

 
(注) 日本ウイリング株式会社からの借入は、シー・エヌ・シー株式会社が工場建屋お
よび製造設備の導入のために行ったものであります。 
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2. 会社の株式に関する事項 

 (1)発行可能株式総数 ４０，０００，０００株 

 

 (2)発行済株式の数 １４,８５６,３１７株 (自己株式３１０，６８３株を除く) 

 

 (3)株主数  １,１７１名 

 

 (4) 大株主の状況 
 

株    主    名 持  株  数 出資比率 

千株 ％ 

株 式 会 社 カ ネ カ ２，９２８ １９．７０ 

Ｈ ｅ ｎ ｋ ｅ ｌ  Ｋ Ｇ ａ Ａ （ ヘ ン ケ ル 社 ） １，５１７ １０．２１ 

セ メ ダ イ ン 共 栄 会 １，４６６ ９．８６ 

三 菱 商 事 株 式 会 社 １，００８ ６．７８ 

東 レ ・ ダ ウ コ ー ニ ン グ 株 式 会 社 ５６３ ３．７９ 

株 式 会 社  三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 ５５０ ３．７０ 

株 式 会 社  り そ な 銀 行 ４００ ２．６９ 

信 越 化 学 工 業 株 式 会 社 ４００ ２．６９ 

株 式 会 社  常 陽 銀 行 ３００ ２．０１ 

日 本 ウ イ リ ン グ 株 式 会 社 ２７０ １．８１ 
 
 (注) 1. 出資比率については、自己株式（３１０，６８３株）を控除して算出してお

ります。 

2. 当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を可能にするた

め、会社法第１６５条第３項の規定により読み替えて適用される同法第１５６

条の規定により、平成１９年１１月１２日開催の取締役会決議に基づき、平

成１９年１１月１３日に３００，０００株の自己株式を総額９９百万円で取

得いたしました。 

 

 (5) その他株式に関する重要な事項 

該当事項はありません。 

 

3. 会社の新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 
地    位 氏    名 担当または他の法人等の代表状況 

※ 取 締 役 会 長 本 郷 美 宏  

※ 取 締 役 社 長 黒 川 靖 生  

 専 務 取 締 役 常  守  日 太 刀 
開発・購買部門担当 
事業本部長 
 

 常 務 取 締 役 荒 井  進 
経営企画担当 
管理本部長 
 

 取 締 役 成 塚 隆 男 
品質保証部門・危機管理担当 
品質統括部長 
チーフコンプライアンスオフィサー 

 取 締 役 猪 瀬 一 弘 管理部門担当 管理部長 

 取 締 役 生 井 照 雄 
生産・物流部門担当 
生産・物流統括部長兼茨城工場長 

 取 締 役 松 本 有 祐 
人事総務部門担当 
人事総務部長 

 取 締 役 杉 浦 條 二 
営業部門担当 
営業統括部長 

 監 査 役（常勤) 赤 岩 洋 平  

 監 査 役 児 島 政 明  

 監 査 役 川 田 勝 美  

 監 査 役 小 澤 徹 夫  

 
 (注) 1. ※印は代表取締役であります。 
2. 監査役のうち児島政明、川田勝美、小澤徹夫の３氏は、社外監査役でありま
す。 

 

 (2) 取締役および監査役の報酬等の総額 
取締役 ９名 １４４百万円 
監査役 ４名  ２８百万円 (うち社外監査役 ３名 １５百万円） 

 
(注) 1. 上記報酬等の総額には当事業年度における役員退職慰労引当金の増加額が含

まれております。 
2. 上記報酬等の総額のほか、平成１９年６月２８日開催の第７３回株主総会決
議に基づき、監査役２名に対し、退職慰労金および弔慰金を総額１０百万円
支給しております。 
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 (3) 社外役員に関する事項 
①他の会社の業務執行取締役等の兼任状況 
該当事項はありません。 

 
②他の会社の社外役員との兼任状況 
監査役 児島政明氏は、株式会社良品計画の社外監査役であります。 
監査役 小澤徹夫氏は、株式会社ローソン、マネックス・ビーンズ・ホ
ールディングス株式会社およびマネックス証券株式会社の社外監査役であ
ります。 
 
③主要取引先等特定関係事業者との関係 
該当事項はありません。 

 
④当事業年度における主な活動状況 
監査役 児島政明氏は、当期開催の取締役会２０回の全てに出席し、ま
た当期開催の監査役会２１回の全てに出席し、法令等遵守・リスク管理な
ど内部統制その他の取締役の職務の執行に関して意見を述べ、その適法性、
適正性、妥当性を確保するための助言・提言等を行なっております。 
監査役 川田勝美氏は、平成１９年６月２８日就任以降開催の取締役会
１４回の全てに出席し、また同期間に開催の監査役会１４回の全てに出席
し、主にその経歴によって培われた経験から意見を述べ、取締役会におけ
る適法性、適正性、妥当性を確保するための助言・提言を行なっておりま
す。 
監査役 小澤徹夫氏は、平成１９年６月２８日就任以降開催の取締役会
１４回のうち１３回に出席し、また同期間に開催の監査役会１４回の全て
に出席し、主に弁護士としての専門的見地から意見を述べ、取締役会にお
ける適法性、適正性、妥当性を確保するための助言・提言を行なっており
ます。 
 
⑤責任限定契約の内容の概要 
当社は社外監査役児島政明氏、川田勝美氏および小澤徹夫氏と会社法第
423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく
賠償の限度額は法令が規定する最低責任限度額であります。 
なお、この責任限定契約が認められるのは、当該社外監査役が責任の原
因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限るもの
としております。 
 
⑥当社の親会社又は当社親会社の子会社から当事業年度の役員として受け
た報酬等の額 
該当事項はありません。 
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5. 会計監査人の状況 

 (1) 会計監査人の名称 

   東邦監査法人 

 

 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 

①当事業年度に係る報酬等の額  ２０百万円 

②当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合

計額             ２０百万円 

(注)当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と

金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、

金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しており

ます。 

 

 (3) 非監査業務の内容 

該当事項はありません。 
 

 (4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号のいずれかに該

当すると認められるときは、事実関係を確認の上、会計監査人の解任の是

非について審議し決定します。解任する場合は、監査役全員の同意によっ

てこれを行い、その旨および理由を解任後最初に招集される株主総会に報

告します。 

 取締役会は会計監査人の解任又は不再任を株主総会の目的とするときは、

監査役の同意を得てこれを行います。また、取締役会は、監査役会が会計

監査人の解任又は不再任を株主総会の目的とするよう請求したときは、こ

れを株主総会の目的とします。これらの場合は、取締役会と監査役会との

間でその理由等について意思疎通を図るとともに、株主総会参考書類にそ

の理由を記載します。 

 

6. 会社の体制および方針 

(1)業務の適正を確保するための体制の整備についての決議の内容 

 当社が、業務の適正を確保するために取締役会にて決議をした内容は次

のとおりであります。 
   
 １．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制 
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①コンプライアンス全体を統括し、推進する組織として、社長が任命した

チーフコンプライアンスオフィサーを委員長とする「コンプライアン

ス・リスク管理委員会」を設置しており、その活動を推進すること等に

より、コンプライアンス体制を確保する。 

②取締役および全ての使用人が法令・定款および社会規範を遵守した行動

をとるための行動規範として制定した「コンプライアンス・リスク管理

マニュアル」に基づき推進を図る。 

③「コンプライアンス・リスク管理マニュアル」に、コンプライアンスの

推進に関する施策、社内通報制度等を定め、「セメダイン行動規範」に

ついては、取締役および全ての使用人に常時携帯を義務づけ、コンプラ

イアンスを自らの問題として業務の遂行にあたるよう、引き続き人事総

務部が主管部門となって研修等を通じて指導する。 

④コンプライアンスに関する社内通報制度として、コンプライアンス・リ

スク管理委員会事務局を情報受領者とする社内通報システムを整備し、

通報者に対して不利益な取扱いをしないことを明確にしているが、この

体制を堅持する。 

⑤「コンプライアンス・リスク管理委員会」は、これら活動を定期的に取

締役会および監査役会に報告する。 

⑥コンプライアンスの遵守状況は、監査室が監査する。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項 

 

 文書規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を、適切かつ確実に検索

性の高い状態で保存・管理する。取締役および監査役は、常時、これらの

文書等を閲覧できるものとする。 

 

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 

 「コンプライアンス・リスク管理マニュアル」に基づき、環境、災害、

品質、情報セキュリティ及び輸出管理等に係るリスクについて、規則・ガ

イドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配付等を行う。組織

横断的リスク状況の監視及び全社的対応は「コンプライアンス・リスク管

理委員会」が行い、新たに生じたリスクについては取締役会においてすみ

やかに対応責任者となる取締役を定める。 

 

４.取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制  
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 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、定例の取締役会を毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨

時に開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督を行

う。取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、全取締役が

出席する経営会議を原則として毎月２回開催し、業務執行に関する基本的

事項および重要事項に係る意思決定を機動的に行うものとする。 

 

５．当会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制  

 

 当社の「コンプライアンス・リスク管理委員会」が当社グループ全体の

コンプライアンスを統括・推進する体制とする。また、当社の「コンプラ

イアンス・リスク管理マニュアル」「セメダイン行動規範」は、当社グル

ープ共通に適用されるものとし、通報システムの範囲は当社グループ全体

とする。 

 

６.監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する体制ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 

 監査役の職務を補助すべき専任者は当面置かないが、必要に応じて監査

役の補助を行うため、監査室、人事総務部及び管理部が「監査役会事務局

業務及び監査役の職務の補助を行う」こととし、監査役の補助使用人に対

する指揮命令に関し、取締役以下補助使用人の属する組織の上長等の指揮

命令を受けないことを業務分掌規程に明記し、これを実施する。 

 

７．取締役および使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会

への報告に関する体制 

 

 取締役または使用人は、監査役会に対して、当社及び当社グループに重

大な損害を及ぼす事項、内部監査の実施状況、社内通報システムによる通

報状況及びその内容をすみやかに報告するものとする。監査役が出席する

会議、監査役が閲覧する資料、監査役に定期的及び臨時的に報告する事項

等については、取締役と監査役会との協議により決定する。 

 

８．その他監査役会の監査が実効的に行われていることを確保するための体

制  
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 当社及び当社グループ各社の業務及び財産の状況の調査その他監査業務

の遂行にあたり、効率的な監査を実施するため、監査室等と緊密な連携を

保つことができるものとする。また、監査役会と代表取締役及びその他取

締役と必要に応じて意見交換会を行うものとする。 

 

９．財務報告の適正性を確保するための体制 

 

 金融商品取引法に対応するため、内部統制委員会により当社及び当社グ

ループ各社の財務報告に係る内部統制を整備する。 

 

１０．反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況 

 

  ①基本的考え方 

 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力には、毅然として

対応し、一切の関係を遮断する体制を整備する。 

  ②整備状況 

 反社会的勢力への対応については「セメダイン行動規範」に定め、取

締役および全ての使用人に常時携帯を義務づけ周知する。不当な要求が

なされた場合には、組織で対応を行い、警察・弁護士等外部機関と連携

し対応する。 

 また対応総括部署を人事総務部、不当要求防止責任者を人事総務部長

とし、平時より所轄の警察署や関連団体との連携を密にし、情報収集や

協力体制の構築に努める。 
  
 

 (2) 株式会社の支配に関する基本方針 

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関

する基本方針については、特に定めておりません。 
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 連結貸借対照表 （平成20年３月31日現在） 
 

科    目 金  額 科    目 金  額 

千円 千円 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

そ の 他

 

7,830,628 

6,276,755 

600,000 

108,233 

252,953 

592,685 

2,511,142 

480,000 

33,161 

1,520,866 

149,272 

327,843 

負 債 合 計 10,341,771 

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 

利益剰余金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

少数株主持分 

 

8,740,314 

3,050,375 

2,676,947 

3,115,498 

△ 102,506 

37,024 

83,698 

△  46,673 

129,156 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

土 地 

無形固定資産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

繰 延 資 産 

創 立 費 

開 業 費 

 

13,328,026 

3,826,499 

6,344,768 

2,098,167 

153,762 

923,665 

△   18,836 

5,908,339 

4,106,829 

2,078,708 

919,623 

138,177 

970,320 

225,857 

62,689 

138,690 

24,477 

1,575,652 

1,001,074 

500,630 

134,898 

△   60,950 

11,899 

1,365 

10,534 純 資 産 合 計 8,906,495 

資 産 合 計 19,248,266 負債及び純資産合計 19,248,266 



〆≠●0 
02_0329001102006.doc 
セメダイン㈱様 招集 2008/06/09 18:18印刷 2/20 
 

― 17 ― 

 
 連結損益計算書 （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ） 
 

科        目 金        額 

 千円 千円 
売 上 高  21,751,873 

売 上 原 価  16,219,728 

売 上 総 利 益  5,532,145 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,067,729 

営 業 利 益  464,415 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 12,454  

受 取 配 当 金 14,745  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 31,886  

為 替 差 益 1,239  

そ の 他 32,729 93,055 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 15,578  

た な 卸 資 産 廃 棄 及 び 評 価 損 20,479  

支 払 補 償 金 20,812  

そ の 他 24,408 81,279 

経 常 利 益  476,192 

特 別 利 益   

役 員 慰 労 引 当 金 戻 入 22,300  

国 庫 補 助 金 収 入 104,581 126,881 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 8,644  

固 定 資 産 圧 縮 損 104,581 113,225 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  489,847 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 191,325  

法 人 税 等 調 整 額 8,218 199,544 

少 数 株 主 利 益  2,042 

当 期 純 利 益  288,261 
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 連結株主資本等変動計算書 （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ） 

（単位：千円) 

株   主   資   本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高 3,050,375 2,676,947 2,948,496 △ 3,148 8,672,670 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 ― ― △ 121,259 ― △ 121,259 

当 期 純 利 益 ― ― 288,261 ― 288,261 

自己株式の取得 ― ― ― △ 99,358 △ 99,358 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額（純額) 

― ― ― ― ― 

連結会計年度中の 
変 動 額 合 計 

― ― 167,001 △ 99,358 67,643 

平成20年３月31日残高 3,050,375 2,676,947 3,115,498 △ 102,506 8,740,314 

 
 

評 価・換算差額等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

評価・換算
差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成19年３月31日残高 280,951 △62,246 218,705 151,910 9,043,286 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 121,259 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 288,261 

自己株式の取得 ― ― ― ― △ 99,358 

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額（純額) 

△ 197,253 15,572 △ 181,681 △ 22,754 △ 204,435 

連結会計年度中の 
変 動 額 合 計 

△ 197,253 15,572 △ 181,681 △ 22,754 △ 136,791 

平成20年３月31日残高 83,698 △ 46,673 37,024 129,156 8,906,495 
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連結注記表 

Ⅰ. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
Ⅱ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 1. 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

    連結子会社は、５社であります。 

    主要な連結子会社の名称は、台湾施敏打硬股份有限公司であります。 

従来、連結子会社であったセメダイン通商㈱は、平成19年10月１日に当社を存続

会社として吸収合併を行っております。 

 2. 持分法の適用に関する事項 

  (1) 持分法を適用した関連会社の数及びこれらのうち主要な会社等の名称 

    持分法を適用した関連会社は、３社であります。 

主要な持分法を適用した関連会社の名称は、セメダインヘンケル株式会社であり

ます。 

  (2) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項 

決算日が連結決算日と異なる会社について、当該会社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

     会社名              決算日 

     台湾施敏打硬股份有限公司     12月31日 

連結計算書類の作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用し

ております。但し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 4. 会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

     その他有価証券 

時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの … 移動平均法による原価法を採用しております。 

   ② たな卸資産 

     総平均法による原価法を採用しております。 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用し、国外連結子会社は、主と

して定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ４～９年

工具器具及び備品 ２～20年
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   ② 無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年) 

に基づく定額法を採用しております。 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   ① 創立費 

    ５年による均等償却を行っております。 

   ② 開業費 

    ５年による均等償却を行っております。 

  (4) 重要な引当金の計上基準 

   ① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般債権につ

いては貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。国外連結子会社は、

債権内容により個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

   ② 賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社は、従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込

額のうち当連結会計年度の負担額を計上しております。 

   ③ 退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（5,415,110千円）については、15年による按分額を

費用処理しております。また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。また、

過去勤務債務については、各連結会計年度の発生時の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（14年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した連結会計年

度より費用処理しております。 

   ④ 役員退職慰労引当金 

    当社及び一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基

づく当連結会計年度末要支給額を計上しております。 

 5. 連結計算書類作成の基礎となった連結子会社等の計算書類の作成に当たって採用し

た重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債について

は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用に

ついても在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しておりま

す。 
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 6. 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用してお

ります。 

 7. その他連結計算書類作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 8. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しております。 

 9. のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

    のれん及び負ののれんの償却は、５年間で均等償却しております。 

 10. 会計処理の変更 

  有形固定資産の減価償却方法の変更 

平成19年度の法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年4月1日以降

に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。この変更により営業利益、経常利益、及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ8,815千円減少しております。 

 11. 追加情報 

当社及び国内連結子会社は、平成19年度の法人税法改正に伴い、当連結会計年度

より、平成19年３月31日以前に取得した固定資産について、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり

均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更により営業利益、

経常利益、及び税金等調整前当期純利益がそれぞれ42,034千円減少しております。 

 

Ⅲ. 連結貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,881,254千円 

2. 国庫補助金による圧縮記帳額  

       建 物 及 び 構 築 物 61,449千円 

       機械装置及び運搬具 42,775千円 

       工具器具及び備品 355千円 

       土       地 30,600千円 
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Ⅳ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 1. 発行済株式に関する事項 
 

 
前 連 結

会計年度末
増 加 減 少 

当 連 結 

会計年度末 

普通株式（千株) 15,167 ― ― 15,167 
 
 2. 新株予約権等に関する事項 

   該当する事項はありません。 

 3. 配当に関する事項 

  (1) 配当金支払金額 
 

決  議 株式の種類
配 当 金 の

総額（千円)

１株当たりの

配当額（円)
基 準 日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 121,259 8.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

 
  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの 
 

決  議 株式の種類 配当の原資
配当金の

総額（千円)

１株当たりの

配当額（円)
基 準 日 効力発生日 

平成20年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 118,850 8.00 平成20年３月31日 平成20年６月30日 

 

Ⅴ. １株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 590円82銭 

2. １株当たり当期純利益 19円16銭 

※ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載してお

りません。 



〆≠●0 
02_0329001102006.doc 
セメダイン㈱様 招集 2008/06/09 18:18印刷 8/20 
 

― 23 ― 

 
 貸 借 対 照 表 （平成20年３月31日現在） 

 
科    目 金  額 科    目 金  額 

千円 千円 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

未 収 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具器具及び備品 

土 地 

無形固定資産 

借 地 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関係会社長期貸付金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

17,833,305 

12,189,609 

3,014,271 

2,510,811 

3,736,578 

277,131 

1,101,455 

302,313 

216,907 

117,431 

13,399 

4,449 

759,243 

132,412 

20,457 

△   17,253 

5,643,696 

2,733,137 

1,346,454 

130,642 

459,405 

7,144 

129,130 

660,359 

218,106 

57,779 

138,231 

7,245 

14,851 

2,692,452 

571,474 

480,403 

1,126,000 

445,300 

132,405 

△   63,131 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

そ の 他

固 定 負 債 

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

預 り 保 証 金

(純 資 産 の 部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資本剰余金 

資 本 準 備 金

利益剰余金 

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

資産圧縮積立金

資産圧縮積立金特別勘定

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

9,529,460 

7,622,961 

1,222,197 

5,023,060 

600,000 

158,562 

226,915 

94,326 

20,916 

241,056 

9,637 

26,288 

1,906,499 

1,474,062 

143,920 

288,517 

8,303,844 

8,220,162 

3,050,375 

2,676,947 

2,676,947 

2,595,346 

158,000 

2,437,346 

163,023 

117,546 

1,500,000 

656,775 

△  102,506 

83,682 

83,682 

資 産 合 計 17,833,305 負債及び純資産合計 17,833,305 
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 損 益 計 算 書 （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ） 
 

科        目 金        額 

 千円 千円 
売 上 高  21,059,394 

売 上 原 価  15,843,633 

売 上 総 利 益  5,215,761 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,795,306 

営 業 利 益  420,454 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 19,917  

受 取 配 当 金 63,637  

そ の 他 29,202 112,756 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 10,912  

た な 卸 資 産 廃 棄 及 び 評 価 損 18,722  

支 払 補 償 金 20,812  

そ の 他 17,725 68,172 

経 常 利 益  465,039 

特 別 利 益   

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 22,300  

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 46,477 68,777 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損  8,557 

税 引 前 当 期 純 利 益  525,259 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 158,212  

法 人 税 等 調 整 額 38,727 196,939 

当 期 純 利 益  328,319 
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 株主資本等変動計算書 （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ） 

（単位：千円) 
 

株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金  
資 本 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計 

平成19年３月31日残高 3,050,375 2,676,947 2,676,947 158,000 2,230,286 2,388,286 

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △ 121,259 △ 121,259 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 328,319 328,319 

自 己株式の取得 ― ― ― ― ― ― 

資産圧縮積立金取崩額 ― ― ― ― ― ― 

別途積立金積立 ― ― ― ― ― ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額) 

― ― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 207,059 207,059 

平成20年３月31日残高 3,050,375 2,676,947 2,676,947 158,000 2,437,346 2,595,346 
 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

純資産合計 

平成19年３月31日残高 △  3,148 8,112,460 280,012 280,012 8,392,473 

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 ― △ 121,259 ― ― △ 121,259 

当 期 純 利 益 ― 328,319 ― ― 328,319 

自 己株式の取得 △ 99,358 △ 99,358 ― ― △ 99,358 

資産圧縮積立金取崩額 ― ― ― ― ― 

別途積立金積立 ― ― ― ― ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額) 

― ― △ 196,330 △ 196,330 △ 196,330 

事業年度中の変動額合計 △ 99,358 107,701 △ 196,330 △ 196,330 △ 88,628 

平成20年３月31日残高 △ 102,506 8,220,162 83,682 83,682 8,303,844 
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その他利益剰余金内訳 

（単位：千円) 
  

 
資 産 圧 縮
積 立 金

資 産 圧 縮
積 立 金
特 別 勘 定

別 途 積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

その他利益 
剰 余 金 合 計 

平成19年３月31日残高 169,661  117,546 1,000,000 943,077 2,230,286 

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △ 121,259 △ 121,259 

当 期 純 利 益 ― ― ― 328,319 328,319 

自 己株式の取得 ― ― ― ― ― 

資産圧縮積立金取崩額 △  6,637 ― ― 6,637 ― 

別 途積立金積立 ― ―  500,000 △ 500,000 ― 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額) 

― ― ― ― ― 

事業年度中の変動額合計 △  6,637 ―  500,000 △ 286,302 207,059 

平成20年３月31日残高 163,023 117,546 1,500,000 656,775 2,437,346 
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個別注記表 

Ⅰ. 記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 1. 資産の評価方法 

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

   ① 子会社株式及び関連会社株式 

      移動平均法による原価法を採用しております。 

   ② その他有価証券 

時価のあるもの … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの … 移動平均法による原価法を採用しております。 

  (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

     総平均法による原価法を採用しております。 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    建物（建物附属設備を除く｡）並びに三重工場の建物附属設備、構築物、機械及

び装置は定額法を、その他は定率法を採用しております。 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物及び構築物    ３～50年 

     機械装置及び運搬具  ４～９年 

     工具器具及び備品   ２～20年 

  (2) 無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年) 

に基づく定額法を採用しております。 

  (3) 長期前払費用 

    定額法を採用しております。 

 3. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

 4. 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金 

    債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算

額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上

しております。 
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  (3) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生してると認められる額を計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異（5,391,692千円）については、15年による按分額を

費用処理しております。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。また、過去勤務債務について

は、各期の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業年度より費用処理しております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給見込額を計上し

ております。 

 5. リース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用して

おります。 

 6. その他計算書類作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 7. 会計処理の変更 

  有形固定資産の減価償却方法の変更 

平成19年度の法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変

更しております。この変更により営業利益、経常利益、及び税引前当期純利益は

それぞれ3,962千円減少しております。 

 8. 追加情報 

平成19年度の法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年３月31日以前に

取得した固定資産について、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上し

ております。この変更により営業利益、経常利益、及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ42,019千円減少しております。 
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Ⅲ. 貸借対照表に関する注記 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,222,325千円 

 2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務の額 

短 期 金 銭 債 権 1,081,927千円

長 期 金 銭 債 権 1,126,000千円

短 期 金 銭 債 務 141,860千円

 
Ⅳ. 損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高に関する注記 

売 上 高 1,477,423千円

仕 入 高 482,283千円

委 託 加 工 費 349,928千円

営業取引以外の取引高 76,467千円

 

Ⅴ. 株主資本等変動計算書に関する注記 

  自己株式に関する事項 
 

株式の種類 前事業年度末 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式（株) 9,549 301,134 ― 310,683 
 
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

平成19年11月12日開催の取締役会にて決議された自己株式の取得による増加 

 300,000株

単元未満株式の買取による増加 1,134株

 

Ⅵ. 税効果会計に関する注記 

 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    流動資産に含まれる繰延税金資産 

賞 与 引 当 金 95,313千円

未 払 事 業 税 11,949千円

賞 与 引 当 金 に 係 る 社 会 保 険 料 12,624千円

そ の 他 12,524千円

合 計 132,412千円
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    固定資産に含まれる繰延税金資産 

退 職 給 付 引 当 金 582,844千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 56,905千円

貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 19,919千円

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 12,494千円

そ の 他 14,372千円

合 計 686,537千円

 

    固定負債に含まれる繰延税金負債 

資 産 圧 縮 積 立 金 106,615千円

資産圧縮積立金特別勘定 76,874千円

その他有価証券評価差額金 57,747千円

合 計 241,236千円

   固定資産に含まれる繰延税金資産の純額 445,300千円

 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となる主な項

目別内訳 

法定実効税率 39.54％ 

（調整項目）  

  交際費等永久に損金に算入されない項目 3.10 

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.37 

  均等割額 3.61 

  試験研究費税額控除 △ 4.52 

  外国税額控除 △ 0.35 

  抱合せ株式消滅差益 △ 3.50 

  その他 0.98 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.49％ 

 

Ⅶ. リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 1. リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機 械 装 置 243,698千円 156,476千円 87,222千円 
 
 2. 未経過リース料期末残高相当額 

一 年 以 内 28,123千円

一 年 超 68,901千円

合 計 97,024千円
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 3. 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支 払 リ ー ス 料 49,715千円

減 価 償 却 費 相 当 額 43,569千円

維 持 管 理 費 用 相 当 額 934千円

支 払 利 息 相 当 額 3,963千円

 4. 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 5. 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額及び維持管理費用相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっております。 

 

Ⅷ. 関連当事者との取引に関する注記 

  子会社及び関連会社等 
 
関 係 内 容 

属 性 
会社等 
の名称 

住 所 
資本金 
(千円) 

議決権の
所有割合 役員の兼任等 事業上の関係

取引の内容
取引金額
(千 円)

科 目 
期末残高 

(千 円) 

事業資金
の 貸 付

910,000 貸付金 1,120,000 

材料等の
売    却

(  4,061)子 会 社 
シー・エヌ 
・シー(株) 

東京都 
品川区 

40,000
直 接
40.0％

兼 任
１ 名

当社製品
の 加 工

利息の受取 9,383
未収金 9,198 

当社製品
の 販 売

706,345 売掛金 243,177 
関連会社 

セメダイン 
ヘンケル㈱ 

横浜市 
磯子区 

400,000
直 接
49.0％

兼 任
１ 名

当社製品
の 販 売

材料等の
売    却

(1,209,106) 未収金 604,507 

 
注 1. 上記金額のうち取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。 

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

当社製品の販売・仕入については、市場価格を勘案して一般取引条件と同様に

決定しております。 

シー・エヌ・シー㈱に対する材料類の売却については、当社はシー・エヌ・シ

ー㈱の指示に基づき材料類を購入し、購入価額と同額で売却しております。 

取引金額の( )内は取引の総額であり、計算書類上は購入額と売却額を相殺し

て表示しております。 

セメダインヘンケル㈱に対する材料類の売却については、当社はセメダインヘ

ンケル㈱の指示に基づき材料類を購入し、購入価額と同額で売却しております。

取引金額の( )内は取引の総額であり、計算書類上は購入額と売却額を相殺し

て表示しております。なお、代行購入にかかる事務手数料は別途収受しており

ます。 
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Ⅸ. １株当たり情報に関する注記 

1. １株当たり純資産額 558円94銭 

2. １株当たり当期純利益 21円83銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 
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 連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

独立監査人の監査報告書
 

平成20年５月10日 
 

セメダイン株式会社 
 
     取締役会 御中 
 

東 邦 監 査 法 人 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 杉 浦 康 雄 ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 金 忠 宏 ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 三 宅 啓 之 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、セメダイン株式会
社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変
動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に
対する意見を表明することにある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重
要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。
監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結
果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、セメダイン株式会社及び連結子
会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。 

以 上  
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 会計監査人の監査報告書 謄本 
 
  

独立監査人の監査報告書
 

平成20年５月10日 
 

セメダイン株式会社 
 
     取締役会 御中 
 

東 邦 監 査 法 人 
指定社員
業務執行社員

公認会計士 杉 浦 康 雄 ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 金 忠 宏 ㊞ 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 三 宅 啓 之 ㊞ 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、セメダイン
株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第74期事業年度
の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書
類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独
立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することに
ある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその
附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を
得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において
一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。 

以 上  
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 監査役会の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第74期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の
一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
  監査役会は、当期の監査方針、監査計画及び職務の分担等を定め、各監査役から監査の
実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執
行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査方針、監査計画及び職務
の分担等に従い、取締役、監査室その他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境整備に努めるとともに、取締役会、経営会議その他重要な会議に出席し、取締役及
び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし
ました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき
整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社に
ついては、子会社の取締役および監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子会社から
事業報告を受け、また必要に応じて往査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年
度に係る事業報告及び附属明細書について検討いたしました。 
  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」(会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注
記表）について検討いたしました。 
 
2. 監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 
  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。 
  二 取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。 
  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。 

 (2) 計算書類及び附属明細書の監査結果 
会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 
会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
   平成20年５月15日 

セメダイン株式会社 監査役会 

常 勤 監 査 役 赤  岩  洋  平 ㊞

社 外 監 査 役 児  島  政  明 ㊞

社 外 監 査 役 川  田  勝  美 ㊞

社 外 監 査 役 小  澤  徹  夫 ㊞
   

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考事項 

 

 第１号議案 剰余金の配当の件 
  第７４期の期末配当金につきましては、株主の皆様への安定的な配当を維
持すること並びに将来の事業展開に備えた内部留保を確保することを総合的
に勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。 
 ①配当財産の種類 
  金銭といたします。 
 ②配当財産の割当てに関する事項およびその総額 
  当社普通株式１株につき金８円といたしたいと存じます。 
  なお、この場合の配当総額は、１１８，８５０，５３６円となります。 
 ③剰余金の配当が効力を生じる日 
  平成２０年６月３０日 

 
 第２号議案 取締役７名選任の件 
  取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
改めて取締役７名の選任をお願いするものであります。 
  取締役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 

番 号 

氏    名 

(生 年 月 日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 

(他 の 法 人 等 の 代 表 状 況) 

所 有 す る 

当社株式の数 

１ 

黒 川 靖 生 

 

(昭和17年６月４日生) 

昭和40年４月 当社入社 

平成８年３月 当社名古屋支社長 

平成９年６月 当社取締役 

平成13年４月 当社常務取締役 

平成14年６月 当社代表取締役社長（現任） 

22,000株 

２ 

荒 井  進 

 

(昭和20年８月23日生) 

昭和44年４月 三菱商事株式会社入社 

平成９年10月 当社入社 

平成12年１月 セメダインヘンケル株式会社代

表取締役副社長 

平成14年４月 同社代表取締役社長 

平成17年６月 当社取締役 

平成18年４月 当社常務取締役管理本部長（現

任） 

7,000株 
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候補者 

番 号 

氏    名 

(生 年 月 日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 

(他 の 法 人 等 の 代 表 状 況) 

所 有 す る 

当社株式の数 

３ 

成 塚 隆 男 

 

(昭和24年11月24日生) 

昭和47年４月 三菱商事株式会社入社 

平成11年４月 当社入社 

平成11年10月 当社業務部長 

平成14年４月 当社営業本部長 

平成14年６月 当社取締役 

平成17年４月 当社取締役業務部長 

平成18年４月 当社取締役品質統括部長（現

任） 

13,000株 

４ 

猪 瀬 一 弘 

 

(昭和22年３月11日生) 

昭和46年４月 三菱商事株式会社入社 

平成13年３月 三菱液化ガス株式会社常務取締

役 

平成15年５月 当社入社 

平成15年６月 当社取締役 

平成16年４月 当社取締役管理部長（現任） 

11,000株 

５ 

生 井 照 雄 

 

(昭和22年11月14日生) 

昭和41年４月 凸版印刷株式会社入社 

昭和43年７月 当社入社 

平成12年11月 当社物流業務推進部長 

平成16年４月 当社茨城工場長 

平成17年６月 当社取締役 

平成18年４月 当社取締役生産・物流統括部長

兼茨城工場長（現任） 

12,000株 

６ 

松 本 有 祐 

 

(昭和22年４月22日生) 

昭和45年４月 当社入社 
平成14年４月 当社HI事業部長 
平成17年４月 当社管理部長（総務担当） 
平成18年４月 当社人事総務部長 
平成18年６月 当社取締役人事総務部長（現

任） 

16,000株 

７ 

杉 浦 條 二 

 

(昭和24年10月20日生) 

昭和48年４月 当社入社 
平成17年４月 当社営業本部名古屋支社長 
平成19年４月 当社事業本部営業統括部長 
平成19年６月 当社取締役営業統括部長（現

任) 

4,000株 

 
 （注）候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。 
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 第３号議案 監査役２名選任の件 
  監査役 赤岩洋平、川田勝美の両氏は本総会終結の時をもって任期満了と
なりますので、改めて監査役２名の選任をお願いするものであります。なお、
本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 
  監査役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 

番 号 

氏    名 

(生 年 月 日) 

略 歴 、 地 位 、 担 当 

(他 の 法 人 等 の 代 表 状 況) 

所 有 す る 

当社株式の数 

１ 
高 津 正 治 

(昭和23年10月７日生) 

昭和46年４月 当社入社 
平成18年６月 当社監査室長 

5,000株 

２ 

細 野 幸 男 

 

(昭和21年12月２日生) 

昭和45年４月 同和火災海上保険株式会社入社
(現 ニッセイ同和損害保険株
式会社) 

平成11年６月 同社取締役商品企画開発部長 
平成14年４月 同社取締役自動車保険部長 
平成15年６月 同社監査役 
平成19年６月 ニッセイ同和損害保険調査株式

会社監査役(現任) 
平成20年５月 株式会社東京衡機製造所監査役

(現任) 

0株 

 
 （注）1．候補者と当社との間にはいずれも特別の利害関係はありません。 

2．細野幸男氏は、社外監査役の候補者であります。 

3．社外監査役候補者の選任理由について 

  細野幸男氏は企業経営の豊富な経験や実績を有しており、当社において監査

機能を十分に発揮していただけることを期待し、社外監査役候補者として選

任をお願いするものであります。 

4．細野幸男氏が選任された場合は、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結する予定であります。当該契約に基づく賠償の限度額は法令が規

定する最低責任限度額であります。 

 なお、この責任限定契約が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因

となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限るものとし

ております。 
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 第４号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件 
  本総会終結の時をもって任期満了により退任されます取締役本郷美宏氏、
常守日太刀氏および監査役赤岩洋平氏、川田勝美氏に対し、その在任中の功
労に報いるため退職慰労金を、当社所定の基準による相当額の範囲内で、贈
呈いたしたく存じます。その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締
役については取締役会に、退任監査役については監査役の協議にそれぞれご
一任願いたいと存じます。 
  退任取締役の略歴は、次のとおりであります。 
 
氏  名 略  歴 

本  郷  美  宏 

平成７年６月 当社専務取締役 

平成８年４月 当社代表取締役専務取締役 

平成８年６月 当社代表取締役社長 

平成14年６月 当社代表取締役会長（現任） 

常  守  日太刀 

平成11年６月 当社取締役 

平成14年４月 当社常務取締役 

平成17年４月 当社専務取締役（現任） 

 

  退任監査役の略歴は、次のとおりであります。 
 
氏  名 略  歴 

赤  岩  洋  平 
平成13年６月 当社監査役（常勤） 

(現任) 

川  田  勝  美 平成19年６月 当社監査役（現任) 

 
 第５号議案 役員報酬等改定の件 
  当社は経営改革の一環として、従来の役員退職慰労金制度を廃止するとと
もに、取締役に対する株式報酬型ストックオプション制度を導入することを
含めた「役員報酬等の改定」を行うことといたしました。 
  つきましては、以下の役員の報酬等枠の改定、役員退職慰労金制度廃止に
伴う打ち切り支給ならびに取締役に対する株式報酬型ストックオプション制
度の導入につきまして以下のとおりといたしたいと存じます。 
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 (役員の報酬等枠の改定について） 
  当社の取締役の報酬額は、平成元年６月29日開催の第55回定時株主総会に
おいて月額1,300万円以内（取締役の報酬には使用人兼務取締役の使用人分と
しての給与は含まない｡)、また監査役の報酬額については、平成６年６月29
日開催の第60回定時株主総会において月額400万円以内とする旨各々ご承認い
ただき今日に至っておりますが、経済情勢の変化その他諸般の事情を勘案し、
報酬設計の柔軟性を高めるため、取締役および監査役の報酬額等について下
記のとおり改定いたしたいと存じます。 
  1. 取締役の報酬額等については、月額を年額に改め、１億５千６百万円
以内とするとともに、上記の金銭による報酬額とは別枠として、株式報
酬型ストックオプション分として、年額２千４百万円以内とさせていた
だきたいと存じます。 

  2. 監査役の報酬額については、月額を年額に改め、４千８百万円以内と
し、そのすべてを固定型の月例金銭報酬とさせていただきたいと存じま
す。 

    なお、現在の取締役は９名、監査役は４名でありますが、第２号議案
および第３号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役は７名、監
査役は４名となります。 
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 (役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給について） 
  1. 本総会終結の時をもって、役員退職慰労金制度を廃止いたします。 
  2. 本制度の廃止に伴い、本総会終結時に在任する取締役および監査役全
員に対する就任時から本総会終結時までの在任中の功労に報いるため、
各氏に対し退職慰労金を打ち切り支給することといたしたく、当社所定
の基準による相当額の範囲内で、贈呈いたしたく存じます。また、支給
の時期は取締役および監査役各氏のそれぞれの退任時とし、具体的金額、
方法等は、取締役については取締役会に、監査役については監査役の協
議にご一任願いたいと存じます。 

  打ち切り支給予定の取締役および監査役の略歴は次のとおりであります。 
 
氏  名 略  歴 

黒 川 靖 生 
平成９年６月 当社取締役 

平成14年６月 当社代表取締役社長（現任） 

荒 井  進 
平成17年６月 当社取締役 

平成18年４月 当社常務取締役（現任） 

成 塚 隆 男 平成14年６月 当社取締役（現任） 

猪 瀬 一 弘 平成15年６月 当社取締役（現任） 

生 井 照 雄 平成17年６月 当社取締役（現任） 

松 本 有 祐 平成18年６月 当社取締役（現任） 

杉 浦 條 二 平成19年６月 当社取締役（現任） 

児 島 政 明 平成18年６月 当社監査役（現任） 

小 澤 徹 夫 平成19年６月 当社監査役（現任） 
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 (取締役に対する株式報酬型ストックオプションの導入について） 
  1. 取締役の報酬として新株予約権を割り当てる理由 
    当社は、取締役に対する報酬制度に関して、従来の退職慰労金制度を
廃止するとともに、当社の業績と株式価値との連動性をより一層強固な
ものとし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落による
リスクまでも株主の皆様と共有することで、中長期に継続した業績向上
と企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めることを目的に、当社の
取締役に対し、株式報酬型ストックオプションを新たに導入するもので
あります。 

 
  2. 報酬としての新株予約権の内容 
   (1) 新株予約権の目的となる株式の種類及び数 
     当社普通株式１００，０００株を各事業年度に係る当社定時株主総
会の日から１年以内の日に発行する新株予約権を行使することにより
交付を受けることができる株式数の上限とする。 

     なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により
目的となる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調整は、
新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的と
なる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ
いては、これを切り捨てるものとする。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
     また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得
ない事由が生じたときは、合理的な範囲内で当社は必要と認める株式
数の調整を行う。 

   (2) 新株予約権の総数 
     １００個を各事業年度に係る当社定時株主総会の日から１年以内の
日に発行する新株予約権の上限とする。なお、新株予約権１個当たり
の目的となる株式数は（以下「付与株式数」という）は１，０００株
とする｡（ただし、(1)に定める株式数の調整を行った場合は、付与株
式数についても同様の調整を行う） 

   (3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
     新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を
行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込
金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

   (4) 新株予約権を行使することができる期間 
     新株予約権を割当てる日の翌日から２０年以内とする。 
   (5) 譲渡による新株予約権の取得の制限 
     譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要する
ものとする。 
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   (6) 新株予約権の行使の条件 
    ① 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降１０

日間に限り、新株予約権を行使することができる。 
    ② 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することが

できるものとする。かかる相続人による新株予約権の行使の条件は、
下記③の契約に定めるところによる。 

    ③ その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予
約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところに
よる。 

 

以 上 
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《会場ご案内図》 
 

東京都品川区西五反田２丁目６番８号 

 

東 興 ホ テ ル 会 議 室 （２階） 
 

電 話 東 京（０３）３４９４－１０５０（代表） 

 

 

 




